
平成３１年４月８日　現在

一般競争入札実施要領

【第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画策定等支援業務】

配布期間

自：平成３１年４月　８日（月）
至：平成３１年４月１６日（火）

この入札に参加するには、事前に申込みが必要です

奈良市子ども未来部子ども政策課

奈良市二条大路南一丁目１番１号
【電話】０７４２－３４－４７９２



入札実施予定 について

「第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画策定等支援業務」については、関係法令に

定めるもののほか、この一般競争入札実施要領及び別紙「第二期奈良市子ども・子育て

支援事業計画策定等支援業務仕様書」によるものとします。

　入札に参加する者は、次に示した事項を熟読のうえ、入札しなければなりません。な

お、一般競争入札実施要領、別紙仕様書等に疑問がある場合は、３頁の「３．質疑応答

」で示す手続きにより書面で質問することができます。

月 日 曜日 内容

4 1 月

2 火

3 水

4 木

5 金

6 土

7 日

8 月

9 火

10 水

11 木

12 金 質疑に対する回答

13 土

14 日

15 月

16 火 申込締切

17 水

18 木 一般競争入札参加資格審査結果の通知

19 金

20 土

21 日

22 月

23 火 入札（持参入札）及び開札

24 水

25 木

26 金

27 土

28 日

29 月

30 火

◆「一般競争入札参加申請
書」・「一般競争入札実施
要領」等の配布

◆「入札参加申込」の受付

【期間】4╱8～4/16

◆質問の受付

【期間】
4╱8～4╱10
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第１章　概要

１．目的

本業務は、平成２４年８月に成立した「子ども・子育て支援法」に基づく奈良市（以下「本

市」という。）の第二期子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり、平成３０年度に実施し

たニーズ調査の結果を活用した上で、本市の各提供区域における量の見込みを算出し、確保方

策を検討するとともに、本市の事業計画の構成に助言・提案を行うことで効率的に事業計画を

策定することを目的に実施するものです。

２．入札に付する事項

第２章　申込

１．申込用紙の配布 ※入札に参加するには事前の申込みが必要です。

（１）配布期間

平成３１年４月８日（月）から平成３１年４月１６日（火）まで

（２）掲載ホームページＵＲＬ

http://www.city.nara.lg.jp/ ＜奈良市 子ども政策課ホームページ内＞

２．申込資格

本入札に申込ができる事業者は次に掲げる条件を全て満たしている事業者とします。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。

（２）本市の物品購入等指名競争入札参加資格者であること。

（３）本市の入札参加停止措置要領に基づく指名停止期間中でないこと。

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て及び民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされていな

い者であること（会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法の規定による再生

計画認可の決定を受けている者を除く。）。

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に掲げる暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並びにそ

れらの利益となる活動を行う者でないこと。

（６）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第

５条及び第８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統率の下にある団体で

契約形式 委託契約

契約期間 契約締結日から令和２年３月３１日まで

項目 概要

件　　名 第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画策定等支援業務

業務内容 別添の仕様書に記載のとおり
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ないこと。

（７）近畿２府４県内に事業所（支店・営業所等を含む）を有し、別添の仕様書に定める業務

について十分な業務遂行能力を有するとともに、適正な実施体制を有すること及び本市の

指示に柔軟に対応できること。

（８）JIS Q 27001(ISO/IEC27001)の要求事項に適合したISMS（情報セキュリティマネジメン

トシステム）適合性評価制度の認証又は一般財団法人日本情報経済社会推進協会が管理す

るプライバシーマーク付与認定を受けている者であること。

（９）過去２年以内に、本市又は他の官公庁（特殊法人、独立行政法人を含む。）の発注にお

いて、福祉分野における同等以上の規模の計画策定等支援業務を２回以上にわたって受注

した実績（平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に完了した業務）を有

すること。なお、本条項で示す実績には、競争入札によるもののほかに、当該業務に係る

実施体制や実施方針に対する提案等に関するプロポーザル（企画提案書）を提出する方式、

若しくはこれに準ずる方式により選定された上で履行したものも含む。

（10）別添の仕様書に定める業務を円滑に実施するため、「４．入札参加申込方法」に記載の

とおり、入札参加申請や業務実績に係る書類等のほか、「作業実施計画書」（様式自由）

についても提出すること。

３．質疑応答

　一般競争入札実施要領、仕様書等に関して質疑のある場合は、指定の質問書に質疑内容を記

入のうえ、電子メールにより提出してください。

（１）受付期限及び送付先

①受付期間

平成３１年４月８日（月）から平成３１年４月１０日（水）　午後５時まで

②送付先電子メールアドレス

kodomoseisaku@city.nara.lg.jp

（２）受付方法

メールの件名を「第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画策定等支援業務に関する質

問書」とし、必要事項を明記の上、下記様式の質問書を添付ファイルとして送信してくだ

さい。

①必要事項

商号又は名称、担当者、電話番号、メールアドレス

②質問様式

【様式第３号】質問書

※子ども政策課から受信確認のメールを返信しますが、届かない場合はご連絡ください。

（３）質問に対する回答日

平成３１年４月１２日（金）午後５時までに、質問書に記載されたメールアドレス

宛てに電子メールで回答します。なお、寄せられた全ての質問・回答については、この一

般競争入札への参加申請をした事業者全員に対して通知します。ただし、質問が無かった

場合は通知しません。

（４）注意点

記名等がないものにはお答えできませんのでご了承ください。なお、口頭、郵送、ＦＡ

Ｘ等での質疑は受け付けません。
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４．入札参加申込方法

（１）提出書類

①【様式第１号】一般競争入札参加申請書

②【様式第２号】業務実績調書

※契約書の写し等、記載した実績が確認できる書類を添付すること。

③入札公告日においてISMS又はプライバシーマークを取得していることを確認できる書類

※写しでも可とする。

④作業実施計画書（様式自由。計画書に資料を添付することも可。）

「２．申込資格（10）」で示したとおり、別添の仕様書に定める業務を円滑に実施する

ため、下記の記載事項と別添の仕様書に基づき、「作業実施計画書」を提出すること。

＜記載事項＞

Ⅰ．本業務を受注した場合の実施体制及び担当者の役割（単純作業を除く、調査項目・

分析・「量の見込み」の算出に携わる者に限る。）について記載してください。

Ⅱ．本市の地域特性を考慮した調査項目及び分析手法に当たっての工夫やご意見につい

て記載してください。

Ⅲ．本市の地域特性を考慮した区域の設定や、「量の見込み」の算出に当たっての工夫

やご意見について記載してください。

Ⅳ．その他、本業務を受注した場合の創意・工夫がある場合は記載してください。

（２）提出期間

平成３１年４月８日（月）から同年４月１６日（火）まで（奈良市の休日を定める

条例に規定する市の休日を除く。）の午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後

１時までの間を除く。）。

（３）提出場所

奈良市子ども未来部子ども政策課（奈良市二条大路南一丁目１番１号　中央棟３階）

（４）提出方法

提出場所へ直接持参により提出してください。郵送等、電子メール、ＦＡＸでの提出は

認めません。なお、持参の際は電話での事前連絡をしてください。

（５）提出部数

各１部　※【様式第２号】業務実績調書は２回分を各１部ずつ。

（６）その他

①受付期間に申請書等を提出しない者は、この入札に参加することができません。

②提出書類は、返却いたしませんのでご了承ください。

③申請書等の印鑑は、「実印」を押印してください。

④落札後の委託契約は、【様式第１号】一般競争入札参加申請書に記載された名義でしか

行いませんので、契約権限のある名義を使用するよう注意してください。

⑤提出書類に関して、必要に応じて本市から説明を求める場合があります。
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５．入札参加承認

入札参加申請を行った者のうち、入札参加を承認する者には入札参加承認書により、承認し

ないとした者にはその理由を示した入札参加不承認書により、平成３１年４月１８日（木）

までに通知します。通知は【様式第１号】一般競争入札参加申請書に記載されたメールアドレ

スに送信し、原本（公印を押印したもの）については後日郵送します。

なお、入札参加申請を行った後に本件入札を辞退しようとする場合は、【様式第６号】辞退

届に必要事項を記載の上、提出してください。

第３章　入札及び開札

１．入札及び開札の日時・場所

（１）入札の日時

平成３１年４月２３日（火）　午後２時から

※入札開始時刻になりますと、入札会場を閉鎖します。遅れて来られた方は入札に参加

することができませんのでご注意ください。

（２）入札の場所

奈良市役所　西棟１階　入札室

（３）開札の日時・場所

入札締切り後、直ちに同所で開札します。

２．入札の条件

（１）入札に際しては、奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）第４条に定める所

定の入札保証金を納めなければなりません。ただし、同条第２項第２号に該当する場合は

これを免除します。

（２）入札の方法は、持参入札とします。

【様式第４号】入札書に金額を記載し、封筒に入れて封印し、封筒中央に「入札書」の文

字、封筒裏面に業者名を記載してください。

（３）入札時間に遅れた場合は、入札に参加できません。

（４）入札会場への入場は、入札者又はその代理人のみとします。

（５）代理入札の場合は、入札執行前に必ず【様式第５号】委任状を提出してください。提出

のない場合は、入札できません。

（６）入札者の不正行為又は不正な行為を行ったおそれが非常に強いとき、その他の理由によ

り、この入札を執行することが不適当であると認めるときは、執行を取り止めることがあ

ります。また、入札執行中においても落札決定を保留し、さらに入札執行後においても落

札決定を取り消す場合があります。

（７）提出した入札書は、その理由にかかわらず書換え、差換え又は撤回をすることができま

せん。
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（８）災害その他やむを得ない理由があるときは、入札を中止し、又は入札期日を延期するこ

とがあります。

（９）入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載してくだ

さい。契約希望金額は、事業に係るすべての費用を含むものとします。

（10）落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札価格とします。

（11）入札者が１人であるときは、その入札は成立しないものとします。

３　入札当日持参するもの

　次のものを持参してください。なお、持参されない場合は、入札に参加できないこともあり

ますので、ご注意ください。

（１）一般競争入札参加資格審査結果通知書

（２）【様式第４号】入札書

（３）【様式第５号】委任状

入札者本人の「実印」を押印したもの。代理の方が入札する場合に必要となります。

４．入札の無効

次のいずれかに該当する入札は無効とします。

（１）入札参加資格のない者のした入札

（２）郵便、電報又はＦＡＸ等による入札

（３）代理人による入札で委任状の提出がないもの

（４）入札書に入札金額、委託件名の表示又は記名押印を欠く入札

（５）入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確認できない入札

（６）同一入札について、入札者又はその代理人が２以上の入札をした場合に

おけるその全部の入札

（７）入札金額を訂正した入札

（８）入札に際して公正な入札の執行を害する行為があったと認められる入札

（９）その他入札に関する条件に違反した入札

５．落札者の決定方法

（１）入札者中、予定価格以内の最低価格の入札者をもって落札者とします。

（２）落札者となるべき同一の価格の入札者が２人以上あるときは、直ちに「くじ」で決定し

ます。

（３）開札した場合において、入札参加者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限以下

での価格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行います。入札参加者又は代理人が開

札に立ち会わない場合は、再入札に参加する意思がないものとみなします。また、前記４
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の各号に該当する無効入札をした者は、再入札に加わることができません。

なお、入札は再入札と合わせて２回までとし、落札者のない場合は、地方自治法施行令

第１６７条の２第１項第８号の規定により、最終入札において有効な入札を行った競争加

入者と交渉を行うことがあります。

６．その他注意事項

（１）その他の詳細は「第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画策定等支援業務仕様書」

によりますので、熟読のうえ入札に参加してください。

（２）一般競争入札実施要領に定めのないものは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及

び施行令並びに奈良市契約規則によるものとします。

（３）入札手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とします。

（４）すべての提出書類の作成・提出に係る費用は、入札者の負担とします。

（５）提出期限後における提出した入札参加申請書類の差替え及び再提出は認めません。

（６）入札日の前日までの間において、提出書類に関し本市から説明を求められた場合、事業

者はこれに応じることとします。

（７）すべての提出書類は返却しません。

７．問い合わせ先

奈良市　子ども未来部　子ども政策課

【所在地】〒６３０－８５８０

　　　　　奈良市二条大路南一丁目１番１号

【電話】　０７４２－３４－４７９２（直通）

【ＦＡＸ】０７４２－３４－４７９８

【メールアドレス】kodomoseisaku@city.nara.lg.jp
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